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研究成果の概要（和文）：　本科学研究費補助金の一連の研究では，ベトナムを対象として，とりわけ2000年代
以降の農業構造の変化と，工業化とグローバリゼーションが加速するなかでの新たな農業の担い手政策について
分析と検討を行った。
　主な分析検討の対象は，メコンデルタ地域で展開している「大規模稲作モデル」，「大規模個人農場」，及び
近年増加傾向にある「日系企業による現地での農業生産」の実態である。

研究成果の概要（英文）：　In this series of study, we discussed several topics on agricultural 
structures changes in Vietnam, especially since the 2000s and management entities in the 
agricultural sector, which are expected to be a dominant farming business models under the 
industrialization and globalization of Vietnam the near future. This study considered in detail "
Large rice-farming model", "Large-scale private farm (trang trai)", and "Farm business invested by 
Japanese companies".

研究分野： 農業経営学
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１．研究開始当初の背景 
1986 年のドイモイ以降ベトナムの農業・

農村経済の発展とその条件解明に関する研
究は多い（石川[1999]，長[2005]など）。しか
し，2000 年代以降急速に進展してきた経済
のグローバル化と国内経済の工業化，とりわ
け地方での農村工業化の進展が地域農業と
社会経済に及ぼす直接的・間接的影響やそれ
への農業・農村側の対応と対抗をその実態調
査に基づいて詳細かつ体系的に検証した研
究は必ずしも多くない（辻[2011]）。 
国際経済への統合が始まった 2000 年代の

ベトナムは，ひとまず農業・農村の「工業化・
近代化」の端緒につくことに成功したといえ
る。しかしその一方で，農業部門は現在以下
のような課題に直面している。すなわち，①
大規模灌漑施設の整備・改良など農業生産基
盤の改善と技術開発・試験研究に対する乏し
い政府投資，農業分野への海外資本投資の消
極性，その結果としての作物の低生産性と低
品質，ポストハーベスト技術の遅れによる生
産物の大量ロスの発生，農地利用目的の変更
や分割相続による経営規模縮小，経済成長に
伴う労賃上昇と生産物価格の上昇率を上回
る化学肥料・農薬価格の高騰などを要因とす
る農業 GDP 伸び率の減速，②こうした状況
の中で将来的に効率的な農業生産を担うこ
とを期待されている新しい農業の担い手（例
えば大規模私営農場など）育成が遅れている
という問題である（Son [2009]）。 
その背景の一つに 1993 年土地法の下で農

地配分が農民間の平等を期して慎重に行わ
れた結果，特に紅河デルタでは農地保有構造
が零細分散化し，大規模私営農場が農地を集
約し農場的に規模拡大を図る環境が一般に
整っていなかったという事情がある。しかし
その一方で，独自の比較的自由な農地政策が
容認されてきた南部メコンデルタや中央高
原などでは農地流動化が活発になり政策が
意図するような大規模経営が形成されつつ
あるものの，多数の土地なし農民層が発生し，
富裕農層と土地なし農民層との格差増大が
社会主義的平等を堅持するベトナムの大規
模農業経営の育成を図るジレンマの一つに
もなっているという指摘もある（出井[2004]）。 
要するに今後高度工業化をめざすベトナ

ムにとって農村部における工業部門を開発
し労働力吸収を図りつつ，土地市場を活発化
させることが重要な政策課題であると認識
される状況になってきたといえよう。 
近年ベトナム政府は地方の農村工業化と

農業構造改善をさらに進める政策（例えば，
「新農村(nong thon moi)」形成プログラムな
ど）を次々と打ち出すようになってきた。そ
こでは農業・農村開発関連諸政策の狙い（理
念）がこれまでの農業生産力の維持と発展，
農家経済と生活水準の改善（貧困対策）とい
う段階から国民経済全体の成長に資する農
業・農村経済の開発という考え方に明らかに
変化してきている（前掲，辻[2011]）。このよ

うに新しい展開をみせる農業・農村開発政策
の下でベトナム農村の労働市場，土地市場，
及び農業の担い手が今後どのように変貌し
ていくのか大数統計データの定量的分析と
実態調査によって得られるデータの定性的
分析に基づいて将来展望を明らかにするこ
とが必要である。 
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２．研究の目的 
本研究の目的は，2000 年代までにほぼ初

期工業化の段階に達したベトナムが次の高
度工業化段階への移行を加速させる課題に
直面し，中央・地方政府が従前とは異なる政
策理念の下で推進している農村地域の工業
化政策（労働市場拡大）と農業・農村の構造
再編及び農業担い手政策（土地市場拡大）の
動向が現実にどのような社会的インパクト
を与えているのか，あるいは与える可能性が
あるのかという点について，主として農業・
農村側の視点（地域労働市場と農地取引市場
の実態と農業の担い手形成の動向の観点）か
ら展望を示すことである。 
 
３．研究の方法 
本研究は記述の研究目的に記した具体的

課題の解明を 3 か年（平成 25～27 年度）で
実施する計画である。初年度（H25 年度）は
主として政府公刊の各種統計資料（農業セン
サス，人口センサス，世帯家計調査，労働統
計等）及び行政文書の入手とその分析を行う。
第 2 年度（H26 年度）は現地調査を中心に
行い収集したデータの分析を実施する。第 3 
年度（H27 年度）は若干の補充調査と全体の
とりまとめ，研究成果の公表に充てる。 
また，当初の計画に加えて，新たな農業経

営主体の経営実態調査をさらに充実させる
必要が生じたことから，研究期間を平成 28
年度まで延長して研究を行った。 
 

４．研究成果 



 主な研究成果を列挙すると次のとおりで
ある。 
１）ベトナムの経済は，1990 年代半ば以降，
世界の様々な国や地域との国際関係を強化
し，工業化を推進する政策のもとで急速に成
長してきた。 
２）ベトナムの外交政策において多方面で戦
略的に国際関係を切り結ぶことは，経済発展
のためのみならず，国家の安全保障上も必要
不可欠の戦略といえる。 
３）2000 年代以降の農業構造の変化に関し
て，当初ベトナム政府は，従前の小規模農家
にかわる主要な農業生産力の担い手として
「大規模個人農場（チャンチャイ）」の育成
を推進してきた。しかし，近年では，大企業
と農家との間の契約をベースにした「大規模
稲作モデル」の育成がメコンデルタ地域を中
心に政策課題になっている。このモデルでは，
複数の小規模農家による組織的かつ広域な
農地利用調整が求められる。 
４）「大規模稲作モデル」がさらに安定的に
増加していくにはメコンデルタ地域の稲作
構造を変えていくことが条件になる。依然と
して多数の零細・小規模経営が存在している
地域農業の基本構造を直視して，インフラ整
備の拡充等に向けた農業投資の拡大など政
府部門の役割が極めて重要である。 
５）政策的関心はやや後退したものの，メコ
ンデルタ地域には「大規模個人農場（チャン
チャイ）」の存在を認めることができる。そ
の多くは一般に土壌条件や市場アクセスな
ど営農面では相対的に不利な条件の場所に
立地している。チャンチャイの経営者はその
ような不利な条件を資金力や人脈など卓越
した経営能力によって克服している。 
６）メコンデルタ地域の「大規模個人農場（チ
ャンチャイ）」は単一経営というよりも複合
経営化を進める傾向にある。実際，畜産（肉
用牛）とバナナとの複合，稲作とバナナとの
複合，林業とバナナとの複合経営などがある。
また，そうした経営では，農業生産技術の低
さを補うため，海外から農業技術者を雇用す
るなどの事例もみられる。 
７）農業生産の担い手をめぐっては，2010
年代以降，直接海外投資による農業参入の事
例も増加傾向にある。特に日本企業がベトナ
ム国内での農業生産を拡大している。また，
日系農企業の現地生産は，従前は日本をはじ
め国際市場へ原料農産物（１次加工品を含
む）の調達を目的としていた。しかし，それ
に対して，2015 年頃からはベトナム国内市
場を主要なターゲットして現地生産に取り
組む日系企業の進出が目立ち始めている。 
８）日系の農企業は，ベトナムでの自社生産
を拡大させているだけでなく，現地の農家と
の契約生産にも取り組んでいる。一般に，契
約農家は日本企業との契約履行の安定性と
的確な栽培技術指導を高く評価しており，農
業生産力の向上と持続的な収量安定が可能
になっている。 
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